
文部科学省 初等中等教育局 特別支援教育課

令和元年度学校における医療的ケアに関する看護師研修会

【行政説明】
学校における医療的ケアの現状と
学校に勤務する看護師の役割について

学校において医療的ケアを実施する意義について

学校において医療的ケアを実施することで

○教育機会の確保・充実
授業の継続性の確保、訪問教育から通学への移行、登校日数の増加

○経管栄養や導尿等を通じた生活のリズムの形成
（健康の保持・心理的な安定）

○吸引や姿勢変換の必要性など自分の意思や希望を伝える力の育成
（コミュニケーション・人間関係の形成）

○排痰の成功などによる自己肯定感・自尊感情の向上
（心理的な安定・人間関係の形成）

○安全で円滑な医療的ケアの実施による信頼関係の構築
（人間関係の形成・コミュニケーション）

※カッコは対応する学習指導要領「自立活動」の区分の例
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☆看護師は、その専門性を活かして医療的ケアを進め、

教員が、その専門性を活かしてサポートする。

☆教員は、その専門性を活かして授業を進め、

看護師が、その専門性を活かしてサポートする。

双方がその専門性を発揮して
児童生徒の成長・発達を最大限に促す

教育活動 医療的ケア
密接に連携

看護師の専門性教員の専門性
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○ いわゆる「医療的ケア」とは、一般的に学校や在宅等で日常的に行われている、たんの吸
引・経管栄養・気管切開部の衛生管理等の医行為を指す。

○ 医師や看護師等の免許を持たない者は、反復継続する意思をもって医行為を行うことはで
きないが、平成24年度の制度改正により、教員等も、 医行為のうち、たんの吸引等の５つ
の特定行為に限り、研修を修了し、都道府県知事に認定された場合には、「認定特定行為
業務従事者」として、一定の条件の下で実施できることとなった。

医師の医学的判断及び技術をもってするのではなければ人体に危害を及ぼし、または危害を及ぼ
すおそれのある行為。医療関係の資格を保有しない者は行ってはいけない。

医行為

学校において教員等が行うことのできる医療的ケアの内容と範囲

学校における医療的ケア

本人や家族の者が医行為を行う場合は違
法性が阻却されることがあるとされている。

・口腔内の喀痰吸引
・鼻腔内の喀痰吸引
・気管カニューレ内の喀痰吸引
・胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
・経鼻経管栄養

特定行為

※「認定特定行為業務従事者」として、教員等も実施可。
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看護師等の免許を持った者が実施

特定行為以外の医行為



学校において行われる医療的ケアの例

●：特定行為
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医療的ケア項目

栄養

●経管栄養（鼻腔に留置されている管からの注入）
●経管栄養（胃ろう）
●経管栄養（腸ろう）

経管栄養（口腔ネラトン法）
ＩＶＨ中心静脈栄養

呼吸

●口腔・鼻腔内吸引（咽頭より手前まで）
口腔・鼻腔内吸引（咽頭より奥の気道）

●気管切開部（気管カニューレ内）からの吸引
気管切開部（気管カニューレ奥）からの吸引
経鼻咽頭エアウェイ内吸引
気管切開部の衛生管理
ネブライザー等による薬液（気管支拡張剤等）の吸入
経鼻咽頭エアウェイの装着
酸素療法
人工呼吸器の使用
カフアシスト

排泄
導尿
浣腸

その他
血糖値測定
インスリン注射
その他

学校において医療的ケアが必要な児童生徒等の状況

対象となる幼児児童生徒数・看護師数・教職員数の推移（公立特別支援学校(幼稚部～高等部)）
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平成18年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

通学生（名）

訪問教育（名）

8,143 8,116 8,218

（注）教職員数は、認定特定行為業務従事者として医療的ケアを実施する教職員の数。
平成27年度は9月1日現在、その他は５月１日現在。
平成２８年度と平成２９年度は年度中に医療的ケア医療的ケアを実施（予定を含む。）する教職員の数

5,901
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区分
医療的ケアが必要な児童生徒等数（H2９年度（名））

幼稚部 小学部 中学部 高等部
（専攻科除く） 合計

通学生 41
(2)

3,011
(351)

1,532
(218)

1,477
(219)

6,061
(790)

訪問教育 0 1,059 550 548 2,157

合計 41 4,070 2,082 2,025 8,218

対象児童生徒等の通学・訪問教育の別

区分
医療的ケアの項目ごとの児童生徒等数（H2９年度（名））

経管栄養
（胃ろう）

経管栄養
（腸ろう）

気管カニューレ内の痰
の吸引 人工呼吸器の使用

通学生 2,963
（395）

79
（24）

1,467
（244）

483
（183）

訪問教育 1,263 61 1,0９1 935

合計 4,226 140 2,558 1,418

医療的ケアの行為別（例）の通学・訪問教育の別

※カッコは病院内や病院に併設している特別支援学校の本校・分校・分教室に在籍者で内数。

※カッコは病院内や病院に併設している特別支援学校の本校・分校・分教室に在籍者で内数。
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対象となる児童生徒数・看護師数の推移（公立小・中学校）
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医療的ケア項目 H29 H28 H27 H26 H25

栄養

●経管栄養（鼻腔に留置されている管からの注入） 1,762 1,808 1,996 1,957 2,376

●経管栄養（胃ろう） 4,226 4,063 3,796 3,414 3,672
●経管栄養（腸ろう） 140 137 144 139 137
経管栄養（口腔ネラトン法） 31 40 37 43 66
ＩＶＨ中心静脈栄養 64 66 71 76 105

小 計
（割合）

6,223
(23.1%)

6,114
(23.6%)

6,044
(23.5%)

5,629
(24.1%) 

5,740
(25.2%)

呼吸

●口腔・鼻腔内吸引（咽頭より手前まで） 4,276 4,242 4,068 3,682 3,967
口腔・鼻腔内吸引（咽頭より奥の気道） 2,324 2,212 2,484 2,291 2,532
経鼻咽頭エアウェイ内吸引 128 157 167 169 233

●気管切開部（気管カニューレ内）からの吸引 2,558 2,542 2,273 1,958 
2,844

気管切開部（気管カニューレ奥）からの吸引 1,208 1,177 1,237 1,121 

気管切開部の衛生管理 2,821 2,681 2,605 2,388 2,728
ネブライザー等による薬液（気管支拡張剤等）の吸入 1,773 1,749 1,891 1,905 2,010
経鼻咽頭エアウェイの装着 145 146 170 153 205
酸素療法 1,663 1,554 1,505 1,371 1,447
人工呼吸器の使用 1,418 1,333 1,333 1,113 1,270

小 計
（割合）

18,284
(68.0%)

17,793
(68.7%)

17,733
(68.9%)

16,151
(69.0%) 

17,236
(68.5%)

排泄 導尿（介助）（割合）
※本人が自ら行う導尿を除く

670
(2.4%)

631
(2.4%)

628
(2.4%)

539
(2.3%) 

599
(2.4%)

その他 （割合）
※上記以外、学校で児童生徒が日常的に受けているケアで、医行為として
捉えている行為

1,706
(6.3%)

1,362
(5.3%)

1,323
(5.1%)

1,077
(4.6%) 

984
(3.9%)

合計（延人数）※
26,883
(100%)

25,900
(100%)

25,728
(100%)

23,396
(100%) 

25,175
(100%)

医療的ケアが必要な幼児児童生徒数 8,218 8,116 8,143 7,774 7,842

※１名が複数の行為を要する場合は、それぞれ該当する項目に１名分ずつ計上。延人数となる
●は認定特定行為業務従事者が行うことを許容されている項目

【調査期日】 平成24年度：10月1日現在、平成25年度以降：9月1日現在

行為別対象幼児児童生徒数（公立特別支援学校）
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医療的ケア項目 H29（名） H28（名） H27（名） H26（名） H25（名）

栄
養

●経管栄養（鼻腔に留置されている管からの注入） 54 53 64 59 52

●経管栄養（胃ろう） 154 133 150 160 147

●経管栄養（腸ろう） 6 6 9 8 6

経管栄養（口腔ネラトン法） 0 0 0 1 1

ＩＶＨ中心静脈栄養 10 13 14 26 10

小 計
（割合）

224
(17.9%)

205
(18.1%)

237
(19.3%)

254
(19.7%) 

216
(18.2%)

呼
吸

●口腔・鼻腔内吸引（咽頭より手前まで） 86 85 90 79 72

口腔・鼻腔内吸引（咽頭より奥の気道） 28 25 29 17 31

経鼻咽頭エアウェイ内吸引 6 3 166 3 4

●気管切開部（気管カニューレ（内）からの吸引 189 159 65 151 
184

気管切開部（気管カニューレ（奥）からの吸引 61 54 1 57 

気管切開部の衛生管理 83 77 79 79 99

ネブライザー等による薬液（気管支拡張剤等）の吸入 19 21 34 34 29

経鼻咽頭エアウェイの装着 1 5 3 6 4

酸素療法 80 72 93 112 103

人工呼吸器の使用 50 55 47 53 48

小 計 603
(48.3%)

556
(49.0%)

607
(49.3%)

591
(45.9%)

574
(48.4%)

排
泄

導尿（本人が自ら行う導尿を除く） 298
(23.9%)

256
(22.6%)

266
(21.6%)

277
(21.5%) 

278
(23.4%)

その他 （割合）
※上記以外、学校で児童生徒が日常的に受けているケアで、医行為としてとらえている行
為

123
(9.9%)

118
(10.4%)

120
(9.8%)

166
(12.9%) 

118
(9.9%)

合計（延人数）※
1,248

(100%)
1,135

(100%) 1,230
(100%)

1,288
(100%) 

1,186
(100%)

●認定特定行為業務従事者が行うことが許容されている項目延べ数
489

(39.2%)
436

(38.4%)

医療的ケアが必要な幼児児童生徒数 858 766 839 976 813

※１名が複数の行為を要する場合は、それぞれ該当する項目に１名分ずつ計上。延人数となる。

●は認定特定行為業務従事者が行うことを許容されている項目

行為別対象児童生徒数（公立小・中学校）
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学校における医療的ケアの実施に関する検討会議について

【目的】
学校においては、平成２４年に、一定の研修を受けた教員等がたんの吸引等の医療的ケ

アが実施できるようになったことを受け、文部科学省初等中等局長通知によって示した基
本的考え方に基づき、医療的ケアが実施されてきた。
５年を経て、人工呼吸器の管理をはじめとした高度な医療的ケアへの対応や訪問看護師

の活用など、新たな課題も見られるようになっていることを受け、学校における医療的ケ
アをより安全かつ適切に実施できるよう、更なる検討を行う。

【検討事項】
(1)学校における医療的ケアの実施体制の在り方について
(2)人工呼吸器の管理等の特定行為以外の医行為を実施する際の留意事項について
(3)学校において実施できる医療的ケアの範囲の明確化について
(4)校外学習・宿泊学習など学校施設以外の場で実施する際の基本的考え方の整理について
(5)看護師が学校において医療的ケアに対応するための研修機会の充実について

【委員】
座長 下山直人筑波大学教授
北海道教育委員会、豊中市教育委員会、全国特別支援学校長会、全国養護教諭連絡協議

会、日本医師会、日本看護協会、日本訪問看護財団、日本小児神経学会、日本小児医療保
健協議会、日本小児看護学会、全国肢体不自由特別支援学校PTA連合会、全国医療的ケア
児者支援協議会親の部会

【設置期間】
平成29年10月から平成31年3月まで
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1. 医療的ケア児の教育の場

1
1

2. 学校における医療的ケアに関する基本的な考え方

3. 教育委員会における管理体制の在り方

4. 学校における実施体制の在り方

5. 認定特定行為業務従事者が喀痰吸引等の特定行為を実施する上での留意事項

8. 研修機会の提供

9. 校外における医療的ケア

6. 特定行為以外の医療的ケアを実施する場合の留意事項

7. 医療的ケア児に対する生活援助行為の「医行為」該当性の判断

10. 災害時の対応

学校における医療的ケアの実施に関する検討会議「最終まとめ」概要
学校における医療的ケアの実施に関する検討会議

平成３１年２月２８日



学校における医療的ケアの実施に関する検討会議「最終まとめ」概要

検討の背景
• 医療技術の進歩等を背景として、医療的ケアが日常的に必要な児童生徒等（医療的ケア児）が

増加。
• 平成24年度に、一定の研修を修了し、たんの吸引等の業務の登録認定を受けた者が、特定の医

療的ケアを実施することが制度化。
• 前年に、特別支援学校等を中心に、主として特定行為を実施する際の留意事項を各教育委員会

に通知（23年通知）。
• また、文部科学省としては、以下の項目について予算措置

• 医療的ケアを行う看護師の配置に係る費用の一部（1/3以内）を補助
（2019年度予算案:1800人）

• 特定行為以外の医療的ケアにも対応した体制を整備するためのモデル事業の実施 （2019年
度予算案:59百万円（20地域））

• 一方、
• 学齢期の医療的ケア児の増加
• 特別支援学校ではなく小・中学校等への通学
• 人工呼吸器の管理など特定行為以外の医療的ケアへの対応 等

医療的ケア児を取り巻く環境も変化。

学校における医療的ケアの実施に関する検討会議（座長：下山直人 筑波大学教授）を設置し、
平成29年10月～平成31年2月まで検討。
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１．医療的ケア児の教育の場

• 医療的ケア児の実態は多様であり、いわゆる重症心身障害児に該当する者のみならず、歩いたり活発
に動き回ったりすることが可能な児童生徒等も存在。医療的ケアの種類・頻度のみに着目した画一的
な対応ではなく、医療的ケアの状態等や、一人一人の教育的ニーズに応じた指導を行うことが必要。

• 人工呼吸器の管理が必要な児童生徒の約2/3が訪問教育を受けている。一方、モデル事業実施自
治体を中心に、訪問教育から通学へと移行した事例、人工呼吸器を装着しながら小・中学校等で指
導を受ける事例も存在。

• 就学先決定については、個々の児童生徒について障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者
の意見、教育学・医学・心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的
な観点から就学先を決定する仕組みへと平成25年に学校教育法施行令を改正。

• 「教育の場」の決定には、学校設置者である教育委員会も交え、早期からの教育相談・支援と丁寧
な合意形成のプロセスが必要。

• 医療的ケア児が長期間通学できない場合には、遠隔教育などICTの効果的な活用による指導時間
の増加等も有効。対面指導に代替するのではなく補完し教育の充実につなげるものとして活用すべき。
徐々に学校生活に適応するための手段として利用することも考えられる。
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２．学校における医療的ケアに関する基本的な考え方

• 学校における医療的ケアの実施は、教育面・安全面で、大きな意義を持つ。
• 教育委員会や学校だけでなく、主治医や保護者など、医療的ケア児に関わる者それぞれが責任を果た

し、学校における医療的ケアの実施に当たることが必要。

（1）関係者の役割分担

• 地域の医師会や看護団体等の協力を得て、小児医療や在宅医療などの専門的知見を活用することが
必要。指示書に責任を持つ主治医との連携も不可欠

• 教育委員会は、医療的ケアや在宅医療に知見のある医師を学校医としたり、医療的ケア指導医を委
嘱したりすることが重要。

（2）医療関係者との関係

• 保護者から、健康状態や医療的ケアの頻度、緊急時の対応などについて説明を受けた上で、学校で
対応できる範囲について、共通理解を図ることが必要。

• 体調不良時に無理な登校を控えたり、緊急時の連絡手段を確保するなど保護者にも一定の役割。
• 保護者の付添いについては、本人の自立を促す観点からも、真に必要と考えられる場合に限るよう努

めるべき。

（3）保護者との関係
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【参考】学校における医療的ケアの実施に当たっての役割分担例

【看護師等】
・医療的ケア児のアセスメント
・医療的ケア児の健康管理
・医療的ケアの実施
・主治医、学校医、医療的ケア指導医等医療関係者との連絡・報告
・教職員・保護者との情報共有
・認定特定行為業務従事者である教職員への指導・助言
・医療的ケアの記録・管理・報告
・必要な医療器具・備品等の管理
・指示書に基づく個別マニュアルの作成
・緊急時のマニュアルの作成
・ヒヤリ・ハット等の事例の蓄積と予防対策
・緊急時の対応
・教職員全体の理解啓発
・（教職員として）自立活動の指導等

※指導的な立場となる看護師
（上記【看護師等】の役割分担に加えて）
・外部関係機関との連絡調整
・看護師等の業務調整
・看護師等の相談・指導・カンファレンスの開催
・研修会の企画・運営
・医療的ケアに関する教職員からの相談
※教職員を「医療的ケアコーディネーター」として、各種の調整や研修の企画などの役割を果たしている例もある。
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【全ての教職員】
・医療的ケア児と学校における医療的ケアの教育的意義の理解
・医療的ケアに必要な衛生環境理解
・看護師等・認定特定行為業務従事者である教職員との情報共有
・ヒヤリ・ハット等の事例の蓄積と予防対策
・緊急時のマニュアルの作成への協力
・自立活動の指導等
・緊急時の対応

【認定特定行為業務従事者である教職員】
（上記【全ての教職員】の役割分担に加えて）
・医療的ケアの実施（特定行為のみ）
・医療的ケアの記録・管理・報告
・必要な医療器具・備品等の管理
・緊急時のマニュアルの作成

【養護教諭】
（上記【全ての教職員】の役割分担に加えて）
・保健教育、保健管理等の中での支援
・児童生徒等の健康状態の把握
・医療的ケア実施に関わる環境整備
・主治医、学校医、医療的ケア指導医等医療関係者との連絡・報告
・看護師等と教職員との連携支援
・研修会の企画・運営への協力
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【教育委員会】
・医療的ケアに係るガイドライン等の策定
・医療的ケア運営協議会の設置・運営
・医療的ケアを実施する看護師等の確保（雇用や派遣委託）
・医療的ケアを実施する教職員、雇用した看護師等の研修( 都道府県単位の支援体制)
・学校医・医療的ケア指導医の委嘱
・ヒヤリ・ハット等の事例の蓄積及び分析
・医療的ケア実施についての体制等について保護者や医療関係者等への周知
・管理下の学校における医療的ケア実施体制説明資料（保護者用リーフレット、医療関係者用リーフレット）の
作成と広報

【校長・副校長・教頭・一部の主幹教諭】
・学校における医療的ケアの実施要領の策定
・医療的ケア安全委員会の設置・運営
・各教職員の役割分担の明確化
・外部も含めた連携体制の構築・管理・運営
・本人・保護者への説明
・教育委員会への報告
・学校に配置された看護師等・教職員等の服務監督
・宿泊学習や課外活動等への参加の判断
・緊急時の体制整備
・看護師等の勤務管理
・校内外関係者からの相談対応

17



【教育委員会の委嘱した学校医・医療的ケア指導医】
・医療的ケアの実施要領や個別マニュアル等の確認
・個々の実施に当たっての指導・助言
・主治医との連携
・巡回指導
・緊急時に係る指導・助言
・医療的ケアに関する研修
・課外活動や宿泊学習等への参加の判断に当たっての指導・助言

【主治医】
・本人や学校の状況を踏まえた書面による指示
・緊急時に係る指導・助言
・個別の手技に関する看護師等への指導
・個別のマニュアル・緊急時マニュアルへの指導・助言・承認
・学校への情報提供（教育委員会の委嘱した学校医・医療的ケア指導医との連携、看護師等や教職員との連携・面談

、巡回指導など）
・医療的ケアに関する研修
・保護者への説明

【保護者】
・学校における医療的ケアの実施体制への理解と医療的ケア児の健康状態の学校への報告など責任を分担することの理解
・学校との連携・協力
・緊急時の連絡手段の確保
・定期的な医療機関への受診（主治医からの適切な指示を仰ぐ）
・健康状態の報告
・医療的ケアに必要な医療器具等の準備（学校が用意するものを除く）
・緊急時の対応
・学校と主治医との連携体制の構築への協力

18

３．教育委員会における管理体制の在り方
• 総括的な管理体制を構築するためには医療・福祉などの知見が不

可欠。教育、福祉、医療等の関係者、保護者の代表者などで構成さ
れる医療的ケア運営協議会の設置が必要。

• 域内の学校に共通する重要事項について、ガイドライン等を策定。
• 特定行為以外の医療的ケアについては、一律に対応するのではなく、

個々の医療的ケア児の状態に応じてその安全性を考慮しながら対
応を検討。

• 域内や学校において指導的な立場となる看護師を指名し、相談対
応や実地研修の指導をさせたり、各学校に看護師等を配置する代
わりに、複数の看護師等を教育委員会に所属させ、複数校に派遣
するなど、看護師等が相互に情報共有や相談を行うことができるよ
うにしたりすることも有効である。

• 看護師等の配置は、医療機関等に委託する事も可能。その際は業
務内容や手続きを十分検討し、契約書等で明確にすることが必要。
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教育委員会や学校における指導的立場の
看護師の配置等の状況

配置等している
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【調査対象】 ６７自治体
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４．学校における実施体制の在り方

• 教育委員会のガイドラインに基づき、学校毎の実施要領を策定。

• 医療的ケア安全委員会を設置するなど、校長の管理責任の下、関係
者が連携し対応できる体制を構築。

• 看護師等がより安心して医療的ケアを実施するためには、指導的な
立場の看護師の配置に加え、医療関係者と直接意見交換・相談でき
る体制の構築、「チーム学校」の一員として他の教職員とのコミュニケー
ションも重要。

• 「個別の教育支援計画」を作成する際に、主治医や訪問看護ステーシ
ョンの看護師等から情報を得たり意見交換することが望ましい。
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５．認定特定行為業務従事者が喀痰吸引等の特定行為を実施する上での
留意事項

• 23年通知の考え方に基づき実施。
（参考）23年通知
• 特別支援学校では、各特定行為の留意点を踏まえ、認定特定行為業務従事者が実

施することが可能。

• 小中学校等においては、主として看護師等が医療的ケアに当たり、教職員等がバックアッ
プする体制が望ましい。

認定特定行為業務従事者が行う場合、
・喀痰吸引については咽頭の手前までを限度とすること、医師の指示により挿入するチューブの長さを決める必要
があること
・気管カニューレ内の喀痰吸引に限ること
・経管栄養の場合、チューブが正確に胃の中に挿入されているかの確認は看護師等が行うこと
・実施に係る記録等を整備すること 等

25



６．特定行為以外の医療的ケアを実施する場合の留意事項

• モデル事業等の成果も参考にしつつ、医療的ケア運営協議会において全体
的な方針を検討した上で、各学校において、主治医や教育委員会の委嘱
した学校医・医療的ケア指導医や看護師等の助言を得つつ、個々の児童
生徒等の状態に照らしてその安全性を考慮しながら、対応の在り方を検討
する。また、各学校の実施状況について、医療的ケア運営協議会で共有す
ることが必要。

26

７. 医療的ケア児に対する生活援助行為の「医行為」該当性の判断

• 各学校・教育委員会において「医行為」に該当するか否かの判断が難しいと考
えられている事例を収集し、その中でも、平成17年通知※に掲げる行為に類
似すると考えられる行為について厚生労働省に照会し、その結果を周知する
ことが必要である。

• また、医学会等から地域の医療関係者の判断に資するような各種の情報が提
供されることも期待される。

※「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について（平
成17年8月25日17国文科ス第30号初等中等教育局長通知)」において、厚生労働省が示す「原則
として医行為ではないと考えられるもの」の周知を図っている。
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(抜粋)福祉、教育、保育等、あらゆる場において子どもの気管カニューレが事故抜去し、生命が危険な状態等
のため、緊急に気管カニューレを再挿入にする必要がある場合であって、直ちに医師の治療・指示を受けることが
困難な場合において、看護師又は准看護師が臨時応急の手当として気管カニューレを再挿入にする行為は、
保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号)第37条ただし書の規定※により、同法違反とならないと
解してよろしいか。
※保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号)第37条
保健師、助産師、看護師又は准看護師は、主治の医師又は歯科医師の指示があつた場合を除くほか、診療
機械を使用し、医薬品を授与し、医薬品について指示をしその他医師又は歯科医師が行うのでなければ衛生
上危害を生ずるおそれのある行為をしてはならない。ただし、臨時応急の手当をし、又は助産師がへその緒を切
り、浣かん 腸を施しその他助産師の業務に当然に付随する行為をする場合は、この限りでない。

公益社団法人日本小児科学会会長等から照会
気管カニューレの事故抜去等の緊急時における気管カニューレの再挿入について(平成30年2月28日)

貴見のとおり。また、気管カニューレの再挿入を実施した場合は、可及的速やかに医師に報告すること。

【参考】気管カニューレの事故抜去等の緊急時における気管カニューレの再挿入について

厚生労働省医政局看護課長の回答
気管カニューレの事故抜去等の緊急時における気管カニューレの再挿入について(回答)(平成30年3月16日)

(抜粋)域内の市町村教育委員会、所管の学校等に対して、周知を図ること。
なお、気管カニューレの事故抜去等の緊急時における気管カニューレの再挿入については、日本小児科学会の
ＨＰで看護師の研修用のマニュアル等を公開しておりますので、教育委員会の委嘱した医師等と連携を図るな
ど、適切に取り計らうこと。

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長からの周知
看護師による気管カニューレの事故抜去等の緊急時における気管カニューレの再挿入について(周知)(平成30年5月11日)
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８．研修機会の提供

• 教育委員会は、学校に配置する看護師等の専門性の向上を図るために
、医療部局や福祉部局等と連携の上、実践的・臨床的な研修を受ける
機会を確保するとともに、学校での医療的ケアの意義や他職種との協働
を理解するための研修機会を提供することが必要。地域の医師会・看護
団体等主催の研修を受講する機会を与えるのも有効。

• 国は、各自治体の参考となるような情報提供や実技演習、実践報告等
を含めた研修の企画・実施に努めることが重要。各教育委員会は、指導
的な立場にある看護師や教育委員会の担当者等が受講できるよう配慮
する必要がある。

• 校内連携のため、医療的ケアを実施しない教職員に対しても、医療的ケア
の基礎知識に関する校内研修を実施すること。
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９．校外における医療的ケア

• 各学校及び医療的ケア児の状況に応じ、看護師又は認定特定行為業務従事者が実施
する体制を構築することとする。
※小中学校等においては、校内と同様、主として看護師等が当たる。

• 泊を伴う行事については、勤務時間等も考慮した人員確保とともに、緊急の事態に備え
、医療機関等との連携協力体制の構築も必要。泊を伴う勤務に対応した自治体の規則
の整備も必要。

（1）校外学習（宿泊学習を含む。）

（2）スクールバスなど専用通学車両による登下校
• スクールバスなど専用通学車両の登下校において、乗車中に喀痰吸引が必要になる場合

には、看護師等による対応を基本とすること。
• 運行ルート設定の際に安全に停車可能な地点をあらかじめ確認し、停車して医療的ケアを

実施すること。
• 緊急時対応が必要となる場合の対応策について、保護者と学校関係者との共通理解を

図ることが必要。

30

去る５月１７日（金）に宮城県において、特別支援学校高等部に通う医療的ケアが必要な生
徒が喀痰が原因で登校中のスクールバスの中で心肺停止状態となり搬送され、病院で死亡が確
認されるという事案が発生しました。
文部科学省においては、本年３月に発出した通知「学校における医療的ケアの今後の対応に

ついて（平成31年3月20日付け30文科初第1769号文部科学省初等中等教育局長通知）」におい
て、
① スクールバスなど専用通学車両への乗車については、医療的ケア児の乗車可能性をできる
限り追求し、個別に判断すること。

② スクールバスなど専用通学車両の登下校において、乗車中に喀痰吸引が必要となる場合に
は看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）による対応を基本とすること。運行
ルート設定の際、安全に停車可能な地点をあらかじめ確認し、停車して医療的ケアを実施す
ること。

③ 緊急時対応が必要となる場合の対応策について、保護者と学校関係者（教育委員会の委嘱
した学校医・医療的ケア指導医、看護師等を含む。）との共通理解を図ること。

と、医療的ケアが必要な幼児児童生徒のスクールバスなどの専用通学車両による登下校時の安
全確保について適切な対応をお願いしているところです。
各学校の設置者においては、医療的ケアが必要な幼児児童生徒が通う学校に対して、各学校

において作成する個別マニュアル等に、例えば、スクールバスによる登下校時に容態が急変し
た際は、速やかに、安全な場所に停車し、直ちに、救急車を要請するなどの危機管理への対応
が盛り込まれているか、また、作成した個別マニュアル等の内容が関係する全ての職員に理解
されているかなどの確認を求めるなど、緊急の対応が必要な事態が発生した際の対応に万全を
期すようお願いいたします。

【参考】医療的ケアが必要な幼児児童生徒のスクールバスなどの専用通学車両による登下校時
の安全確保について（令和元年５月２１日付け文部科学省初等中等教育局特別支援教育課事務連絡）
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10．災害時の対応

• 医療材料や医療器具、非常食等の準備・備蓄につい
て、あらかじめ保護者との間で協議することが必要。

• 人工呼吸器等の医療機器を使用する医療的ケア児が
いる場合には、電源の確保や日頃からの点検を行うと
ともに、停電時の対応を保護者と学校関係者で事前
に確認する必要がある。
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【参考】人工呼吸器等の医療機器を使用する幼児児童生徒が在籍する学校における災害時の
対応について（令和元年11月11日付け文部科学省初等中等教育局特別支援教育課事務連絡）
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切れ目ない支援体制整備充実事業 令和２年度予算額（案） 1,919百万円
(前年度予算額 1,796百万円)

背景 課題
〇 インクルーシブ教育システムを構築する上では、医療、保健、福祉、労働等の関係機関等との適切な連携が重要である。このためには、関係行政機関等の

相互連携の下で、広域的な地域支援のための有機的なネットワークが形成されることが有効であり、既に各都道府県レベルでは、県全域を見通した「広域
特別支援連携協議会」が設けられるとともに、「障害保健福祉圏域」や教育事務所単位での支援地域の設定などが行われている。それら支援地域内の有機
的なネットワークを十分機能させるためには、保護者支援を行うこと、連絡協議会を設置すること、個別の教育支援計画を相互に連携して作成・活用するこ
とが重要である。

○ インクルーシブ教育システムの構築に当たり、障害のある子どもの地域における生活を支援する観点から、地域における社会福祉施策や障害者雇用施策と特
別支援教育との一層の連携強化に取り組む必要がある。また、卒業後の就労・自立・社会参加も含めた共生社会の構築を考える必要がある。

Ⅰ 特別な支援を必要とする子供への就学前から学齢期、
社会参加までの切れ目ない支援体制整備

Ⅱ 看護師、外部専門家の配置

１．連携体制を整備
教育委員会・学校と福祉部局や関係機関の連携体制を整備
⇒ 組織検討委員会(仮称)を設置したり、先進地を視察するなど
２．個別の教育支援計画等の活用
就学・進級・進学・就労に、個別の教育支援計画等が有効に活用される仕組づくり
⇒ 個別の教育支援計画等を引き継がれるネットワークシステムの構築など
３．連携支援コーディネーターの配置
教育委員会・学校と福祉部局や関係機関の連携を促進
⇒ 早期支援、発達障害支援、学校・病院連携、合理的配慮、就労支援
４．普及啓発
市民や他の自治体への普及啓発

② 外部専門家（348人）
特別支援学校における自立活動の充実を図るため、個別の指導計

画の作成や実際の指導に当たって、障害の状態等に応じて必要とな
る、専門の医師や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などの専門
家との連携協力を支援

特別な支援が必要な子供が就学前から社会参加まで切れ目なく支
援を受けられる体制の整備を行う自治体等のスタートアップ※１を支援

（補助率）国：1/3 都道府県・市町村・特別支援学校等を設置する学校法人：2/3

【参考】特別支援学校幼稚部教育要領、小学部・中学部・高等部学習指導要領
第７章 自立活動
第３ 個別の指導計画の作成と内容の取扱い
児童又は生徒の障害の状態等により、必要に応じて、専門の医師及びその他の専門家の

指導・助言を求めるなどして、適切な指導ができるようにするものとする。

① 医療的ケアのための看護師（1,800人→2,100人）【拡充】
学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等に

よる看護師配置※２を支援
【参考】学校における医療的ケアの今後の対応について（初等中等教育局長通知）
学校で医療的ケアを行う場合には、教育委員会において、看護師等を十分確保し、継続し

て安定的に勤務できる体制を整備するとともに、各学校に医療的ケア児の状態に応じた看護
師等の適切な配置を行うこと。

※１ 当該補助事業については交付初年度から３年を限りとする。
※２ 校外学習や登下校時の送迎車両に同乗する看護師の配置を含む。

共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）平成24年7月23日中央教育審議会初等中等教育分科会

令和２年度予算額（案） 29百万円
(前年度予算額 59百万円)

【現状①】
学校に在籍する医療的ケア児は増加傾向

6,000
7,000
8,000
9,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

特別支援学校に在籍する医ケア児の推移

学校における医療的ケア実施体制構築 学校における医療的ケアに関する研修機会の提供
教育委員会等による看護師に対する研修をより充実させるため、
研修の企画・実施の在り方等を調査研究する。

（１団体）新規

人工呼吸器の管理等が必要な幼児児童生徒が増加傾向にあ
ること等を踏まえ、学校における受入体制の在り方等を引き続き
調査研究する。また、これまでの調査研究の成果等を踏まえ、
教育委員会等が参考となる資料を作成する。 （９自治体）

学校における医療的ケア実施体制構築事業

【現状②】
医療技術の進歩等により、人工呼吸器の管理等が必要な
児童生徒等が約10年で約２倍※に増加

Ｈ２１：７２０人

Ｈ２９：１，４１８人
※公立特別支援学校の状況

医療的ケアが必要な幼児児童生徒を取り巻く環境が変わりつつある。

【参考】学校における医療的ケアの今後の対応について（H31.3.20初等中等教育局長通知）
３．教育委員会における管理体制の在り方
（１）総括的な管理体制の整備
① 各教育委員会は、医療的ケア児の受け入れに備え、域内の学校における医療的ケア児に関する
総括的な管理体制を整備するため、以下に示すことを実施すること。

1)管理下の学校における医療的ケア実施体制の策定（医療的ケアを実施する看護師等と認定特
定行為業務従事者である教職員やその他の教職員との連携及び役割分担を含む）

5)緊急時の対応指針の策定・学校と医師及び医療機関の連携協力の支援
6)管理下の学校における医療的ケア実施体制説明資料（保護者用リーフレット、医療関係者用リ
ーフレット）の作成と広報

【参考】学校における医療的ケアの今後の対応について（H31.3.20初等中等教育局長通知）
８．研修機会の提供
（１） 看護師等に対する研修

国は教育委員会の研修をより充実させていくために、各自治体の参考となるような最新の医療情
報の提供や実技演習、実践報告、学校で働く経験の浅い看護師が安心して業務に対応することを
含めた研修の企画・実施に努める。各教育委員会においては、域内や学校で指導的な立場にある
看護師や各教育委員会の医療的ケア担当者等が研修に受講できるよう配慮すること。

【関連予算】
学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、自治体等による
看護師配置等を支援
⇒切れ目ない支援体制整備充実事業（補助率：１／３）



文部科学省では、ホームページ等により、特別支援教育の最新情報を提供しております。

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm
＜主な刊行物＞

季刊特別支援教育（年４回 ３，６，９，１２月）
学習指導要領解説
教科書（視覚障害、聴覚障害、知的障害）及び指導書・解説
改訂第３版 通級による指導の手引 ●解説とQ＆A●
よりよい理解のために−交流及び共同学習事例集−

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所でも、発達障害教育推進センターをはじめとする
ホームページ、メールマガジン等により、特別支援教育の情報発信をしております。
http://www.nise.go.jp/
発達障害教育推進センター http://icedd_new.nise.go.jp/
メールマガジン http://www.nise.go.jp/magazine/

是非御覧ください！
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